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東京五輪・パラリンピックの選手村として使われた大型マンション群「晴海フラッグ」（東京都中央区）
東京都は東京五輪・パラリンピックの選手村に使われた大型マンション群「晴海フラッグ」（中央区）などへの水素供給を2024年春に始める。専用パイプラインで街全体に水素を供給するのは、実用段階では国内初。社会の脱炭素化に向け、水素供給のモデル地区として、コストや運用面などの課題を検証していく。

都は約18万平方メートルの都有地で、水素を活用した脱炭素の街づくりを進める。三井不動産レジデンシャルなどが整備する「晴海フラッグ」を中心に、大型商業施設や保育施設の開業、高齢者施設の開設も控えている街区だ。


選手村地区の道路の地下への水素パイプラインの埋設工事は2022年7月に完了した（東京都中央区）
水素を供給するための専用パイプラインを街区の道路下に埋設する工事は22年7月に完了している。5カ所の街区に設置する燃料電池とつなぐため、総延長は約1キロメートルになった。燃料電池で水素から発電した電力は、マンションや商業施設の共用部の照明・エレベーターに利用する。

「晴海フラッグ」は、地上50階建て高さ約180メートルのタワー棟2棟と地上14〜18階建ての21棟で構成される大型マンション群。共用部の電力を水素由来で賄うことで、街全体で年間4.7%（17年時点の試算で13年比）の脱炭素が可能になるとしている。発電時に発生する熱も一部の街区で入浴設備などに活用する。


水素供給を担うのは、東京ガスを代表企業とする6社。約4900平方メートルの都有地に国内最大級の供給能力を持つ水素ステーションを整備する。オリパラ開催時に大会関係車両などへの燃料供給を担った仮設水素ステーションの設備を一部移設し、24年春には稼働させる。

街全体への水素供給事業の採算性や成長性は、実用段階での検証はこれからだ。

東京ガスは22年9月に開催された国の水素保安戦略の策定に向けた検討会で「付臭・脱臭コストは大きな課題となる」と報告した。水素がもれた場合に気づけるよう、臭いを付けてからパイプラインを通し、燃料電池に供給する前に脱臭する。都市ガスと同様、安全性を確保するためには必要なコストだが、採算性は課題となる。

都の都市整備局市街地整備部の担当者も「水素の製造コスト低減やサプライチェーン（供給網）の構築が水素の普及に向けた課題」と説明する。

「晴海フラッグ」は分譲・賃貸で計5632戸あり、最終的には約1万2000人が生活することになる見通し。水素ステーションで都市ガスから水素を製造するため、供給能力は車両向けが1日当たり最大約400キログラム、街区向けは同約46キログラムと限りがある。

街全体の電力を水素由来で賄うことは難しく、都は一般家庭への水素供給はしないこととした。分譲住宅の全4145戸には都市ガスから電気をつくる家庭用燃料電池「エネファーム」を標準装備する。約1500戸の賃貸住宅のエネルギーは都市ガスと電力会社の電力を使う。晴海フラッグの屋上には太陽光パネルも設置し、共用部の電力を補う。

パイプラインを通じた水素供給は福岡県北九州市などで実証事業が実施された実績はあるものの、社会実装は国内初となる。そのため「ガス事業法」における省令の改正など法的な扱いも含めて国と都と事業者で協議・検討を進めてきた。

都の都市整備局は「選手村地区での運用実績を踏まえて具体的な課題を把握していく。街での水素活用を他の地域にも広めていきたい」としている。

（鈴木菜月）





